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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
横浜市　温暖化対策統括本部　環境未来都市推進担当部長の秋元でございます。
本日はこの有識者検討会の場で横浜市の環境未来都市の取組の発表の場をいただきありがとうございます。

本日、私からは、

・横浜市の「環境未来都市」の取組
・具体的な取組の成果事例
・環境未来都市の成功の要因
・横浜市のＳＤＧｓに関する取組

をご紹介し、最後に今後に向けた考え方を少し述べさせていただきます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、横浜市の環境未来都市の取組でございます。
横浜市では、低炭素・省エネルギー等、ご覧の５つの分野にわたる４２の事業を計画に掲げ取組を進めています。

主な取組として、横浜スマートシティプロジェクト、持続可能な住宅地モデルプロジェクト、みなとみらい２０５０プロジェクトを進めています。

こうした環境未来都市の取組を通じ、企業や市民の皆様など外部の方々との連携も当然ですが、庁内での横の連携が非常に広がってきました。

では、具体的成果としていくつか事例をご紹介します。

＜約230字／約30秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、「横浜スマートシティプロジェクト」です。
 
このプロジェクトは、日本型スマートグリッドの構築や
海外展開を実現するための取組として、
経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証地域」に
２０１０年に選定されたプロジェクトです。
 
横浜市と様々な企業の皆様との多様な連携により、大規模既成市街地を舞台として、
再生可能エネルギーの導入、家庭・ビル・地域でのエネルギーマネジメント等の各プロジェクトに取り組んできました。
 
２０１０年から５年間で、ＨＥＭＳ（ヘムス）を４，２００件、
太陽光パネルを３７メガワット、電気自動車を２，３００台、
と目標を上回る導入を達成しました。

＜約280字／約50秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、新設する区役所と他の施設をエネルギー連携させた事例です。

老朽化のため移転再整備を行い、２０１６年２月にオープンした、南区総合庁舎と、５００ｍ程離れた場所にある、横浜市立大学の市大センター病院とで他の公共施設では例のない、エネルギー連携を、複数の局の庁内連携、大学との連携で行ったものです。

具体的には、新たに効率の良いガスコージェネレーションシステムを整備し、熱と電気を作り、熱は熱需要の大きい病院が利用し、電気は南区庁舎に送り、活用しています。

このように異なる２つの施設を合わせ、電気と熱を有効利用する取組は、2012年の特定供給の規制緩和後、公共施設では全国初の試みです。

結果、少なくとも1,000トンのCO2削減と年間約4,000万円のランニングコストの削減が実現しています。

更に、市大センター病院は特別高圧で受電しており、これに繋がることで、南区総合庁舎の防災性の向上が図られています。
＜約440字／約1分20秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に仮想の発電所「バーチャルパワープラント」構築事業について、ご紹介します。

この事業では、分散された電源を束ね、あたかも一つの発電所のように機能させるいわゆる「仮想発電所」の構築を目指しています。

２０１６年７月に東京電力エナジーパートナー様と東芝様と事業に係る協定を締結し、やはり庁内各局が連携して取組を進めています。

地域防災拠点に指定された小中学校から各区１校を選定し、全１８校に蓄電池を設置しました。
平常時は、遠隔操作で蓄電池群を制御し、災害時には、防災用電力として利用します。
将来的には、太陽光発電と組み合わせるなど、再生可能エネルギーとの連携を行う予定です。

＜約380字／約１分10秒＞


= ~@
2-(4) HBERAZ—PESRZAGHRS (YSBA)RIL =

® T/ BiEiE RE 201564 H (T5517 UE =AM T T2 HUE & 3EhtE
® YSCPEIIFETIEO/Z/ J)\TZEZRN
o [, IRIBM. BEGCEBNIIIRILF—BRETHORER

WEAY— eSS

<HESE8F>

dhb‘ T=PCO TMiOKYOCGKs TOSHIBA
TAISEI i, N v

P iic N azbil “!.’ |

FHILEBSL2 MR HE ST MEIDEN YOKOHAMA
< _ﬂﬁl%/% 8%> ~ EmEnso-sarLIM it

T A POV SYSTEM (.

e — P~
@ I I_I I ﬁ Panasonic @ W :’:’:
SH / ORIX - PACIFICO TGES
v

r‘ TILF—EEE DR ‘1

. e BEMSDER (C K D AEMEERD
[ T LA — D ERE DH#EE J [ IS RLUZRY RESF J
6

© City of Yokohama 2017



プレゼンター
プレゼンテーションのノート
先にご紹介した、YSCPを経て、2015年には、防災性、環境性、経済性に優れた、エネルギー循環都市を実現させるため、新たな公民連携組織「横浜スマートビジネス協議会」を発足させました。現在、横浜市を含む１６団体が参画しています。

環境未来都市の取組では、庁内の横の連携を強化するとともに、「様々なステークホルダーとの連携」を効果的に進めていくことが重要な要素であり、
このような協議会、あるいはプラットフォーム等をしっかり作ることと、業務形態が異なる企業が連携していくことで、取組を着実に進めることができています。
＜約270字／約50秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、現在、郊外部の４地域で取り組んでいる「持続可能な住宅地モデルプロジェクト」をご紹介します。

このプロジェクトでは、ご覧のように横浜市の各局区と企業、また地域住民など多様な主体が連携しながら地域課題の解決に取り組み、
誰もが安心して暮らし続けられる、持続可能な住宅地モデルの構築を目指しています。

鉄道事業者やＵＲ都市機構と連携し、子育て支援、多世代交流、地域エネルギー等の課題解決に向けた取組を進めるほか、住民参加型のモデル事業等を実施しています。

たまプラーザ駅北側地区の具体的な取組と成果を右側にお示ししております。

東急電鉄様や地域住民・大学との協働で、2013年6月に策定した「次世代郊外まちづくり基本構想2013」を基に、

住民創発プロジェクト
まちぐるみの保育・子育てネットワークの構築
「あおばモデル」と呼ぶ地域包括ケアシステムによる取組
省エネプロジェクト、など、

様々なプロジェクトが市民や企業の参画のもと推進されています。


＜約580字／約１分40秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後の事例になりますが、環境絵日記を通じた市民の皆様への環境未来都市の普及、浸透についてご紹介します。

環境絵日記とは、スライド右下に絵がありますが、環境問題やまちづくりなどについて、夏休みの時期に小学生の子どもたちとその家族が話し合いながら絵と文章を組み合わせ自由に描いていく絵日記です。
こうした家族の話合いの場を作ることで、家庭から環境未来都市を理解することを狙っています。

2016年度は約2万２千人の小学生が参加、また、下川町など他の未来都市への取組へと広がっており、毎年横浜市内で展示会も行っています。


＜約250字／約50秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これまでのＹＳＢＡの取組のように、
地方自治体である横浜市は、都市として、環境・社会・経済のトリプルボトムラインを組み合わせた取組を、地域という一定のエリアの中で展開しています。

地域には、その場所特有の歴史、気候風土があります。そして、そこで暮らし、活動する様々なステークホルダーが存在します。

環境未来都市の成功の要因は、このスライドのように、それぞれの地域の中で行われている、市民、ＮＰＯ、大学、事業者、そして行政の活動、
一つひとつは個別の目的を持つものであるものの、地域課題、ひいては横浜市の都市課題の解決に向け、これらの活動を分野を超え連携させ取り組んできたことにあります。

そして、それぞれの活動の良さがあいまみえた行動となり、知恵が結集され、新たなイノベーションが起こってくることにあります。

　＜約380字　約１分10秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
連携体制の具体的な事例をご紹介します。
横浜市では、２０１１年から、新興国等の都市課題解決の支援と企業の海外展開支援を目的として、
Ｙ－ＰＯＲＴ事業と名付けて「横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際技術協力」に取り組んでいます。

これまでに横浜市が培ってきた都市づくりのノウハウと市内企業の有する環境技術などを活用して連携を進めています。

2015年5月には、横浜市・公益財団法人　地球環境戦略研究機関・シティネット横浜プロジェクトオフィス・市内企業が参加し、
共同事業を行う公民連携による海外インフラビジネス推進に向けたプラットフォーム「Ｙ－ＰＯＲＴセンター」を設立し、更に連携を進めています。

　＜約330字　　約１分＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
Ｙ－ＰＯＲＴ事業の一部をご紹介します。

国と国、都市と都市、民間セクター間の多層のネットワークを構築して、都市課題の解決にむけたソリューションを作り上げ、公民連携で海外都市の発展を支援しています。

具体的には、これまでに、タイ・バンコク都、フィリピン・セブ市、ベトナム・ダナン市など、４都市との技術協力を進めており、
温暖化対策、廃棄物や下水、省エネ分野などの環境事業に取り組んでいます。

＜約190字／約30秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次にＳＤＧｓに関連し、これまでの横浜市の取組をご紹介します。

はじめに、「都市が中心となった持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）検討ワーキング」です。
環境未来都市推進協議会の主催のもと、横浜市のほか、北九州市、富山市、東松島市、釜石市、下川町とともに、今年１月に開催しました。

村上先生、竹本先生、ＪＩＣＡの中村部長から基調講演をいただいた後、ＳＤＧｓに取り組む意義や課題などについて、ワークショップを実施しました。
各省庁・自治体・企業などの皆様約100人に参加をいただき、「ＳＤＧｓ」に向けた都市の取組やその可能性について、それぞれの立場から議論を深めました。

＜約300字／約50秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ワークショップで出された主な意見をご紹介します。

ＳＤＧｓの意義と課題、疑問などについてですが、
自治体がＳＤＧｓに取り組む意義として、都市課題の優先順位付けができること、連携のきっかけが作られること、などがあげられました。
また、疑問や課題として、地域の取組が世界に結びつくイメージが湧かないこと、役割分担や推進体制の構築の仕方、財源やビジネスモデルの生み出し方、などがあげられました。

ＳＤＧｓを進めることで、どんなことができるか、については、
トップコミットメントや当事者意識の醸成、多様な主体を巻き込めること、プラットフォームの創出や、国内外への発信、自治体ブランディングにつながること、などがあげられました。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ＳＤＧｓに関連し、連携し進めてきた取組を３点ご紹介します。

1点目は、ＩＢＥＣの自治体ＳＤＧｓ検討小委員会に参画させていただき、事例の提供等を通じ、村上先生が中心となってまとめられました、
ＳＤＧｓガイドラインの作成に協力させていただきました。

2点目は、環境未来都市実務者会合です。環境未来都市自治体のうち、6都市による会合を昨年8月から行っています。

ＳＤＧｓの取組を見据え、未来都市の一層の推進に向け、都市間ネットワークの強化、課題解決の成功事例の創出、国内外への普及展開策等について議論を行っています。

３点目は、今年1月に日経新聞社様と共催で開催したシンポジウム
「日経社会イノベーションフォーラム『横浜発世界へ、持続可能な開発を考える』」です。

山本環境大臣のごあいさつのほか、村上先生をはじめ、外務省相星大使の講演や環境省の関谷国際連携課長にもパネリストとしてご登壇いただき、ＳＤＧｓに関する取組を市民、企業や全国に向け広く発信しました。

＜約430字／約１分20秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に、今後に向けて、現状の動きと、３０年度以降の考え方について、少しお話ししたいと思います。
ＳＤＧｓについては、市長の関心も高く、議会において、「ＳＤＧｓの国の取り組みと連携し、次期環境未来都市計画の策定を進める。」ことを説明しています。

これを受け、現在、ＳＤＧｓを視野に入れた次期環境未来都市計画の策定に取り組んでいるところです。

＜約180字／約30秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次期計画では、環境未来都市のさらなる推進・進化を図るため、

未来都市のこれまでの成果を踏まえ、先端的なCO２削減の取組を加速化させていくことを基軸に据え、

・超高齢化時代においても経済活性化を両立させること
・企業や市民など多様な主体と連携し、先端技術を活用した取組を進めること
・海や郊外部の緑など横浜ならではの地域資源を活用していくこと　などにより、

持続可能なまちづくりを一層推進するとともに、国内外都市へ展開していくことを目指していきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜約210字／約40秒＞
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
発表は以上になります。

ご清聴ありがとうございました。

＜約30字／約10秒＞
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